
（定義）
第六条 この法律又はこの法律に基づく命令において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ
による。
一～四 （略）
五 「居住者」とは、本邦内に住所又は居所を有する自然人及び本邦内に主たる事務所を有する法人をいう。
非居住者の本邦内の支店、出張所その他の事務所は、法律上代理権があると否とにかかわらず、その主たる
事務所が外国にある場合においても居住者とみなす。
六 「非居住者」とは、居住者以外の自然人及び法人をいう。
七～十六 （略）

２ 居住者又は非居住者の区別が明白でない場合については、財務大臣の定めるところによる。

（居住性の判定基準）
６－１－５、６
１ 個人（３に掲げる者を除く。）

個人の居住性は、当該個人が本邦内に住所又は居所を有するか否かにより判定されるが、その判定が困難
である場合もあるので、次に掲げるところにより、本邦内に住所又は居所を有するか否かを判定するものとする。
⑴ 本邦人の場合（略）
⑵ 外国人の場合
イ 外国人は、原則として、その住所又は居所を本邦内に有しないものと推定し、非居住者として取り扱うが、
次に掲げる者については、その住所又は居所を本邦内に有するものと推定し、居住者として取り扱う。
(ィ) 本邦内にある事務所に勤務する者
(ﾛ) 本邦に入国後６月以上経過するに至つた者

（以下略）

外為法の居住性について

外国為替及び外国貿易法（抄）

外国為替法令の解釈及び運用について（通達）（抄）
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